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◆個別研究開発項目の目標と達成状況

公開

２◎ 大幅達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義

研究開発項目（個別テー
マ）

研究開発目標 成果 達成度
今後の課題と
解決方針

①高性能断熱材の開発

熱伝導率が概ね１／２
かつ量産時の製造価格が現行品と同
等程度(単位厚みあたり)
かつ長期の耐久性(３０年相当)

・熱伝導率 達
成
・価格 達成
・耐久性 達成

〇
平成２５年度
末

②高機能パッシブ蓄熱建
材の開発

蓄熱性能長期（３０年相当）維持可能
な蓄熱建材の製造技術を確立（厚さ≦
１５ｍｍ）し、暖房等の空調エネルギー
を２０％程度削減す

・耐久性 達成
・蓄熱性能 達
成

〇
平成２５年度
末

③戸建住宅用太陽熱活用
システムの開発

現行省エネ基準４０坪程度の住宅にお
いて、空調・給湯エネルギーを一次エ
ネルギー換算で半減させる

・性能 達成
〇
平成２５年度
末

④太陽熱活用システムの
実住宅での評価

平成２７年度末に、実住宅において、
空調給湯エネルギーが一次エネル
ギー換算で半減される可能性があるこ
とを実証する

・性能 達成
（地域により差
あり）

〇
平成２７年度
末

伊達：水蓄熱方式、
真空断熱材建具
旭川 岩手 福井：
例年の日射量によ
るシミュレーション

⑤太陽熱活用システムの
評価法の構築

研究開発項目④で実施した実証住宅
のデータを活用し、住宅の一次エネル
ギー消費量計算プログラムを完成させ
るよう、太陽熱活用システムの構築を
行なう

・平成28年度末
達成見込み

△
平成28
年度末



３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義

３

・高性能断熱材、高機能パッシブ蓄熱建材、戸建住宅用太陽熱活用システムの開発と
それらを導入した住宅において、当初の目標である空調・給湯エネルギーが一次エ
ネルギー換算で半減できる可能性を実証できた。
・実証住宅で取得したデータを用い、住宅の一次エネルギー消費量計算プログラム
（WEBプログラム）へ反映させるよう評価法を構築した。

・本研究開発成果が実用化され、太陽熱エネルギー活用型住宅の普及が拡大される
と、2030年におけるCO2削減効果は約26.5万トン/年となる。また、市場創成効果は累
積で約170億円となる。

達成状況

成果の意義



◆各個別テーマの成果

公開

（１） 高性能断熱材の開発

・真空断熱材を用いた複合断熱パネルの実物大試作を行い、断熱性に関する最終目
標を達成した。

・断熱性能の寿命予測に活用可能な熱伝導解析モデルのプロトタイプを作成した。

（２） 高機能パッシブ蓄熱建材の開発

・潜熱蓄熱材のマイクロカプセルについては、熱耐久性の高い組成を確立した。

・連続生産プロセスによるスケールアップ実験を実施し、前記組成での連続生産が可
能なことを確認した。

・潜熱蓄熱建材については、暖房負荷削減効果について、次世代省エネ基準の環境
で２０％という最終目標を数値計算で確認するとともに、１２ｍｍ厚さの建材を実物
大で試作し、実験棟においても効果を確認した。

（３） 戸建住宅用太陽熱活用システムの開発

・試作した各システム （カスケードソーラーシステム・デシカントシステム・蓄冷ユニッ
ト）の個別での評価を行うとともに、実験棟を建設して、そこへ設置した。

・試作システムの通年実測を開始し、シミュレーションとの差異を評価した。

４

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義



◆各個別テーマの成果

公開

（４） 実証住宅

・全国８気候区分１１地点に、 真空断熱材、高機能パッシブ蓄熱建材、太陽熱活用シ
ステムを実装した実証住宅を建設し、空調・給湯エネルギーの50%削減可能性を実
証した。

・全国６ヶ所の既築住宅を改築し、真空断熱材又はパッシブ蓄熱建材、太陽熱活用シ
ステムを実装して、空調・給湯エネルギーの50%削減可能性を推測した。

５

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義

（５） 太陽熱活用システムの評価法の構築

・研究開発項目④で実施した実証住宅のデータを活用し、住宅の省エネルギー基準

へ反映させるように、２つのシステムの評価式を作成した。

今後、２つのシステムの統合化により、汎用性の高い評価式の検討を進める。



旭川市

札幌市

伊達市
花巻市

仙台市

浜松市春日井市

坂井市

宮崎市

鹿児島市

沖縄県中頭郡 気候区分図は一般財団法人建築環境・省エネルギー機構のホームページ
（http://ees.ibec.or.jp/documents/img/sheet1_chiikikubunzu.pdf） 別表第一の

地域区分図より転載

太陽熱エネルギー活用型住宅
新築実証地点

６



太陽熱エネルギー活用型住宅実証地点

新築実証地点
（FHアライアンスグループ）

新築実証地点
（OMソーラーグループ）

日本の気候区分

既築改築実証地点
（OMソーラーグループ）

埼玉県本庄市
(株)小林建設

東京都町田市
(株)鈴木工務店

滋賀県湖南市
(株)木の家専門店谷口工務店

大阪府堺市
(株)コアー建築工房

福岡県福岡市
(株)安成工務店

既築改築実証地点
（FHアライアンスグループ）

旭川市
(株)カワムラ

札幌市
(株)大洋建設

伊達市
小松建設㈱

岩手県花巻市
花住ホーム(株)

宮城県仙台市
サイト工業(株)

福井県坂井市
松栄建設(株)

沖縄市中頭郡
(株)アイムホーム

静岡県浜松市
OM建築工房㈱

愛知県春日井市
丸七ホーム(株)

宮崎県宮崎市
アイ・ホーム(株)

鹿児島県鹿児島市
山佐産業(株)

７



８
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ダイレクトゲイン ダブルスキン トロンブウォール FCU

太陽熱給湯 給湯負荷 空調負荷

旭川 札幌 岩手 福井 愛知 宮崎

空調・給湯負荷(%) 59.4 50.1 51.8 51.9 47.9 44.5

太陽熱利用(%) 40.6 49.9 48.2 48.1 52.1 55.5

目標（シミュレーション）(%) 54 52 53 51 54 54

太陽熱利用による集熱量および空調・給湯負荷の年間積算
期間：平成27年4月1日~平成28年3月31日

◆各個別テーマの成果 （FHA）

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義 公開



９

旭川 札幌 岩手 福井 愛知 宮崎

空調・給湯一次エネルギー

消費量（GJ/年） 太陽熱:無

153 60.4 60 45 57.9 48.1

実測（GJ/年） 太陽熱：有 78.9 30.3 32.9 30.4 27 19.7

削減率(%) 48.4 49.8 45.2 32.4 53.4 59.0

太陽熱利用による空調・給湯一次エネルギー消費量削減効果
期間：平成27年4月1日~平成28年3月31日

◆各個別テーマの成果 （FHA）

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義 公開
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太陽熱給湯 ダイレクトゲイン
空気循環 トロンブウォール

暖房・給湯負荷 59.6GJ 31.2GJ

太陽熱利用 - 28.4GJ(全体の47.6%)

太陽熱利用

太陽熱利用による集熱量および暖房・給湯負荷の年間積算
（2015年10月1日から2016年5月1日）

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義 公開

◆各個別テーマの成果 （FHA） 改築（旭川）

１０



１１

伊達 仙台 浜松 鹿児島 沖縄

空調・給湯負荷(%) 66.4 37.8 49.6 40.8 46.6

太陽熱利用(%) 33.6 62.2 50.4 59.2 53.4

目標（シミュレーション）(%) 50 52 52 52 53.4
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ダイレクトゲイン 集熱暖房 内部発熱 太陽熱冷房

太陽熱給湯 給湯負荷 空調負荷

太陽熱利用による集熱量および空調・給湯負荷の年間積算
（平成27年5月1日から平成28年4月30日、沖縄：平成27年11月1日から平成28年4月30日）

◆各個別テーマの成果 （OMソーラー）

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義 公開



１２

伊達 仙台 浜松 鹿児島

空調・給湯一次エネルギー消
費量（GJ/年） 太陽熱：無

98.9 58.2 48 28.4

実測値（GJ/年） 太陽熱：有 26 16.3 11.9 12.3

削減率(%) 73.7 72.0 75.2 56,7

太陽熱利用による空調・給湯一次エネルギー消費量の削減効果
（平成27年5月1日から平成28年4月30日）

◆各個別テーマの成果 （OMソーラー）

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義 公開
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ダイレクトゲイン 集熱暖房 内部発熱

太陽熱給湯 給湯負荷 空調負荷

空調・給湯負荷 32.8 23.5 43.8 39.5 33.7

太陽熱利用 67.2 76.5 56.2 60.5 66.3

[ ％ ]太陽熱利用による集熱量および空調・給湯負荷の年間積算
（シミュレーション結果、暖房：12月1日から翌年3月31日、給湯：1月1日から12月31日）

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義 公開

◆各個別テーマの成果 （OMソーラー） 改築

１３



②床下温度の計算

③暖房負荷削減量の計算

④給湯負荷削減量の計算

⑤床下温度の再計算

⑥暖房負荷削減量の再計算

①集熱量の計算

◆熱収支式を基礎とする評価法の構築 空気集熱式暖房給湯システム

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義

１４

公開



公開

？／？？事業原簿 ○－○

LDK
洗面・
脱衣室

ﾎｰﾙ

機械室

レタンガラリ

熱交換型換気ユニット

エアコン

排気グリル

給気グリル

床下レタンガラリ

ダブル
スキン

給気
排気

送風機(DCファン 14系統)

主寝室

ｳｫｰｸ
ｲﾝ
ｸﾛｰ
ｾﾞｯﾄ

■給気：機械室
■排気
1F：洗面・脱衣室、トイレ
2F：ウォークインクローゼット
合計3系統

■1F
ホール
LDK(3ヶ)
和室
洗面・脱衣室

■2F
ダブルスキン(2ヶ)
ホール
主寝室
子供室1
子供室2

■その他
天井裏
床下

※ダブルスキンのレタンは、
送風機なし

天井レタンガラリ

住宅外観

ダブルスキン内部

空気式全館空調システム図

空気循環太陽熱暖房システム ①実測データを用いた評価法精度の確認

◆宮崎実証棟の外観と空気式全館空調システム

１５



公開

？／？？事業原簿 ○－○

①集熱部位設置による
補正暖房負荷計算

②集熱温風供給による
暖房負荷計算

日射熱取得率変化量
∆𝜂

熱貫流率変化量
∆𝑈

拡張外壁置換法

熱収支式

設置室 北側非居室

集熱部位

◆簡易評価法の計算フロー 空気循環太陽熱暖房システム

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義

１６



公開

？／？？事業原簿 ○－○

 「空気集熱式暖房給湯システム」、「空気循環太陽熱暖房
システム」を対象に熱収支式に基づく簡易評価法を構築

簡易評価法をNEDO実証事業で取得した測定データで検
証した精緻なシミュレーションと比較し、十分な精度である
ことを確認した

◆個別テーマの成果
⑤太陽熱活用システムの評価法の構築（佐藤エネルギーリサーチ）

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義

１７



達成度 今後の課題と解決方針

1)
実証データを用いた精緻
なシミュレーションの検証

○
空気集熱式暖房給湯システムの

再検証

2)
熱収支式を基礎とする簡
易評価法の構築

◎

3)
精緻なシミュレーションに
よる簡易評価法の検証

◎

◆目標の達成状況

３．研究開発成果について （１）目標の達成度と成果の意義 公開

１８

◎ 大幅達成、○達成、△達成見込み、 ☓未達



◆知的財産権、成果の普及

公開

平成26年
（2014年）度

平成27年
（2015年）度

H28年
（2016年）度以降

予定
計

特許出願（うち外国出願） ０ ０ １ １件

論文（査読付き） １ １ ６ ８件

研究発表・講演 ３ ２７ ２４ ５４件

受賞実績 ０ 1 ０ １件

新聞・雑誌等への掲載 ０ １ ０ １件

展示会への出展 ０ １ １ ２件

※2016年9月27日現在

３．研究開発成果について （２）知財及び成果の普及

●想定されるユーザーと普及の方針（見通し）

想定されるユーザーは主に工務店
・工務店向けの太陽熱活用システムの施工マニュアルの展開
・各機器及びシステムの低価格化
建材製造者
・真空断熱材、蓄熱建材の実証結果についてフィードバック １９



公開

２０

４．成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し （１）成果の実用化・事業化の見通し

◆成果の事業化・実用化に向けた取り組みについて

■普及に向けての課題解決取り組み
・太陽熱温水とMaHAtシステムの導入にあたって、工務店に対する設計支援
を行う。
・気候特性に応じた太陽熱利用技術（仕様）による省エネ効果を設計段階で
確認する。
・設備コストと省エネ効果の関係を明確にし、当初コスト目標を達成する。
・空調では、ダブルスキンの効果がエネルギー削減以外に花粉時期等の
洗濯干し設置スペースとして事業化開始。（H26年度から）
・実証における真空断熱材、蓄熱建材の課題整理と、製造者へ情報の
フィードバックを行なう。

■各機器及びシステムの低価格化

・機器メーカーとの共同でパネル価格を低減。
・太陽熱温水システムは温水制御仕様を確立し、太陽熱温水パネル、ファン
コイルの設備コストを削減し、事業化を図る。２０

FHA



公開

２１

４． 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し （１）成果の実用化・事業化の見通し

OMソーラー

◆成果の事業化・実用化に向けた取り組みについて



４． 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し （１）成果の実用化・事業化の見通し

実施者のホームページにNEDO専用ページを作成してもらい、NEDO太陽熱事業の

ホームページ上にある工務店とリンクを張り、実証住宅における計測状況を適時確
認可能なシステムを構築。

FHA カワムラ OMソーラー 小松建設

◆成果の普及

２２



４．個別テーマ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し
（実用化・事業化に向けた具体的取り組み）

【㈱FHA 事業化に向けての見通し】

ダブルスキンの販売
開始

N
E
D
O

事
業
取
り
ま
と
め

太
陽
熱
温
水
シ
ス
テ
ム
機
器

仕
様
決
定

設
計
手
法
確
立

実験住宅の
データ取得

施工マニュアル作成

トロンブウォールの
投資対効果評価

目標コストに向けての仕様決定

太
陽
熱
活
用
空
調
シ
ス
テ
ム

太
陽
熱
活
用
給
湯
シ
ス
テ
ム

N
E
D
O

事
業
取
り
ま
と
め

実験住宅の
データ取得

施工マニュアル作成

2018～20172015～2016

事
業
化
及
び
販
売
の
開
始

公開

※ダブルスキン搭載
住宅を先行して発売

２３



４．個別テーマ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し
（実用化・事業化に向けた具体的取り組み）

公開

◆ OMソーラー 実用化・事業化に向けての取り組み

２４



パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
Ｏ
Ｍ
住
宅
の
事
業
化

パ
ワ
ー
ア
ッ
プ

Ｏ
Ｍ
の
事
業
化

公開

▲

2020
(H32)

2019
(H31)

2018
(H30)

2017
(H29)

2016

蓄熱部材

空気式集熱
システム住宅

2021～

●

▲ ●

●▲

●：基本技術確立▲：基本原理確認

▲

●▲

●

実
住
宅
建
設

実用化検討

実用化検討

▲ ●

事業化検討

実
験
棟
建
設

事業化検討

太
陽
熱
フ
ル
活
用
Ｏ
Ｍ
の
事
業
化

２５

◆OMソーラー 実用化、事業化に向けての見通し

主な製品

太陽熱冷房
装置

集熱パネル

暖房技術

給湯技術

冷房技術

集熱技術

▲ ●
集熱JIS試験

貯湯槽

ＪＩＳ
認定

実用

蓄熱部材
実用

▲ ● 実用
貯湯槽

デシカント
実用

４．個別テーマ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し



２６

内装仕上材
内装下地材

下地材
芯材

住宅用途

30億円

（2020）

産業用途

25億円

（2020）
○成果

・PCM建材製造技術
・数値シミュレーション技術

公開

◆大建工業、三木理研工業 成果の実用化・事業化の見通し

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

製造先・事業部選定

評価方法の策定
JIS化へ向けた取組み

生 産

販 売

４．個別テーマ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し



２７

・住宅及びビル向けの内装リ
フォーム用断熱材として展開し、そ
の後、新築向けに展開を進める。

・H２４年度から社外調達の真空断
熱材を用いたリフォーム事業を開
始しており、規格成立後にその置
き換えを進める。

・新築向けは国内外の基準、規格
の作成が必要であり、2018年に
ISO規格ができる見込み。耐久性
はその後、評価される点になる。

◆LIXIL 成果の実用化・事業化に向けての見通し

リフォーム
向け 新築向け

５億円

（２０２０）

６０億円

（２０３０）

成果
超断熱技術
高耐久技術

公開

201620152014

高
性
能
・高
耐
久
断
熱
材

の
事
業
化

最
終
目
標
試
作

実用化検討

事業化検討
サ
ン
プ
ル
試
作

JIS/ISO規格化動向調査と推進

自社商品展開

201920182017 2020～

規格での評価

４．個別テーマ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し



カスケードソーラー要素技術開発

「カスケードソーラー」正式販売

実験棟実験

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

ミサワホーム

LIXIL

2020年度

アースクリーン
東北

実験棟実験

研究開発フェーズ 事業化フェーズ 正式販売

公開

２８

◆ミサワホーム、LIXIL、アースクリーン東北 成果の実用化・事業化の見通し

計画中止

実験棟実験

「カスケードソーラー」試行販売

量産化計画

コスト低減へ向けた機器仕様見直 正式販売予定、一般ビルダーへ販売
（10） （20） （100） （300）

アースクリーン東北独自での販売計画は
引き続き2017年度より販売する計画で進行中

４．個別テーマ 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し


